
   

 
 

第 2 調査結果 

 

1 学校で活動している専門スタッフ等の概要 

ア 学校の専門スタッフ等の位置付け等 

（専門スタッフ等の参画推進の背景） 

学校で活動している専門スタッフ（外部人材を含む。以下同じ。）は、心理や福祉の専門

家であるスクールカウンセラー（以下「ＳＣ」という。）やスクールソーシャルワーカー

（以下「ＳＳＷ」という。）を始め、様々な職種がある。学校教育法（昭和 22年法律第 26

号）では、学校には「その他必要な職員を置くことができる」とされ、同規定が専門スタ

ッフを置く法令上の根拠となっている（資料 1-①）。 

専門スタッフの参画推進の背景としては、「チームとしての学校の在り方と今後の改善

方策について（答申）」（平成 27 年 12 月 21 日中央教育審議会。以下「チーム学校答申」

という。資料 1-②）において、「社会や経済の変化に伴い、子供や家庭、地域社会も変容

し、生徒指導や特別支援教育等に関わる課題が複雑化・多様化しており、学校や教員だけ

では、十分に解決することができない課題も増えている」ことなどから、「生徒指導や特別

支援教育等を充実していくために、学校や教員が心理や福祉等の専門家（専門スタッフ）

や専門機関と連携・分担する体制を整備し、学校の機能を強化していくことが重要である」

とされたことが挙げられる。専門スタッフの定義については、チーム学校答申において、

「子供たちへの指導を充実するために、専門的な能力や経験等を生かして、教員と連携・

分担し、教員とともに教育活動に当たる人材」とされている。 

また、学校組織における唯一の総務・財務等に通じる専門職である事務職員について、

チーム学校答申においては、「事務職員の資質・能力の向上や事務体制の整備等の方策を

講じることにより、学校の事務機能を強化することが必要である」とされた。 

なお、チームとしての学校とは、チーム学校答申において、「教職員や学校内の多様な人

材が、それぞれの専門性を生かして能力を発揮し、子供たちに必要な資質・能力を確実に

身に付けさせることができる学校」とされている（図表 1-①）。 

チーム学校答申を踏まえ、文部科学省は、「次世代の学校・地域」創生プラン（平成 28

年 1 月 25 日文部科学大臣決定）において、専門スタッフの配置については省内タスクフ

ォース等で検討の上、関係法令の改正等を行うこととしていた。 
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図表 1-① チーム学校のイメージ図 

 

（注） 文部科学省の「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」の資料による。 

 

（チーム学校の推進に関する制度改正等） 

平成 29 年 4 月、チーム学校の推進に関する関係法令が以下のとおり整備され、施行さ

れた。 

専門スタッフについては、①学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号）の一部

改正により、ＳＣ、ＳＳＷ及び部活動指導員の職務規定が新設され、ＳＣは、「児童の心理

に関する支援に従事する」（第 65条の 2等）、ＳＳＷは、「児童の福祉に関する支援に従事

する」（第 65条の 3等）とされた。また、部活動指導員は、「スポーツ、文化、科学等に関

する教育活動（学校の教育課程として行われるものを除く。）に係る技術的な指導に従事

する」（第 78条の 2等）とされ、実技指導や大会の引率等を行うことが明確化された（資

料 1-③及び図表 1-②）。 

また、事務職員については、②学校教育法における職務内容は、従来、「事務職員は、事

務に従事する」とされていたところ、「事務職員は、事務をつかさどる」と改正され（資料

1-①（再掲）及び図表 1-②（再掲））、学校の事務について、事務職員が一定の責任を持っ

て処理を行うこととなるとともに（学校教育法第 37 条第 14 項等）、③教育委員会（以下

「教委」という。）によって指定された二校以上の学校に係る事務をこれらの学校の事務

職員が共同して処理するための共同学校事務室の設置についての規定が新設された（地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 47 条の 4）（資料 1-

④）。 

 

図表 1-② チーム学校の推進に関する関係規定の整備状況（規定の新旧対照表） 

専門スタッフ等名 
（法令名、条項等） 

新 旧 

ＳＣ 
（学校教育法施行規則

第65条の2の新設） 

スクールカウンセラーは、小学校におけ
る児童の心理に関する支援に従事する 

（新設） 

ＳＳＷ 
（学校教育法施行規則

第65条の3の新設） 

スクールソーシャルワーカーは、小学校
における児童の福祉に関する支援に従
事する 

（新設） 

部活動指導員 
（学校教育法施行規則

第78条の2の新設） 

部活動指導員は、中学校におけるスポー
ツ、文化、科学等に関する教育活動（中
学校の教育課程として行われるものを
除く。）に係る技術的な指導に従事する 

（新設） 
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事務職員 
（学校教育法第37条第

14項の改正） 
事務職員は、事務をつかさどる 事務職員は、事務に従事する 

（注）1 文部科学省の資料に基づき、当省が作成した。 

   2 各条項の改正内容は、適用となる他の学校種（中学校、高等学校等）へ準用規定がある。 

 

（専門スタッフの種類、国による財政措置の状況） 

専門スタッフが参画する分野は、チーム学校答申において、心理や福祉に関する支援、

授業等における教員への支援、部活動における支援及び特別支援教育における支援の四

つに区分されている。文部科学省は、4分野の各専門スタッフの配置促進に係る財政措置

として、都道府県等に対する国庫補助事業を実施している。また、地方交付税により措置

されているものもある。平成 30 年度からは、同省は新たに教員の負担軽減を図るため、

学習プリントの印刷等を教員に代わって実施するスクール・サポート・スタッフや部活

動指導員の配置に対する国庫補助事業を開始した（図表 1-③）。 

また、同省は、地方公共団体では地方単独負担により、地域の特性や実情に応じて地方

独自の様々な専門スタッフを配置していることが予想されるが、これらの詳細は網羅的

には把握していないとしている。 

なお、本調査においては、専門スタッフ及び事務職員を「専門スタッフ等」というとと

もに、国庫補助事業により配置されている専門スタッフを「国費負担の専門スタッフ」、

地域の特性や実情に応じて地方単独負担により配置されている専門スタッフ（地方交付

税措置されているものを除く。）を「地方独自の専門スタッフ」という。 

 

 

図表 1-③ 学校に置かれる専門スタッフと財政措置の状況 

分野 職名 職務内容等 
財政措置 

（事業開始年度） 
平成 30年度 

予算額 
令和元年度 

予算額 

Ⅰ 
心理や福祉
に関する専
門スタッフ 

ＳＣ 
心理に関する専門的知見に基づきカ
ウンセリング、助言・援助等を実施 

国庫補助事業 
（平成 13年度） 

45.7億円 47.4億円 

ＳＳＷ 
福祉の専門性に基づきニーズ把握、
関係機関との連携を通じた支援等 

国庫補助事業 
（平成 21年度） 

14.8億円 17.2億円 

Ⅱ 
授業等にお
いて教員を
支援する専
門スタッフ 

ＩＣＴ支援員 
教員のＩＣＴ活用等（授業、校務、
環境整備、校内研修）を支援 

地方交付税措置 － － 

学校司書 
学校図書館の日常の運営、管理、教
育活動等の支援 

地方交付税措置 － － 

外国語指導助手 
（ＡＬＴ） 

小学校の外国語活動や中・高等学校
の外国語の授業等の補助 

語学指導等を行う
外国青年招致事業
（ＪＥＴプログラ
ム）に対する地方
交付税措置 

－ － 

補習など学校教育活
動を充実させるため
の指導員等 

補充学習や発展的な学習など、主と
して学力向上を目的とした学校教育
活動のサポート 

国庫補助事業 
（平成 25年度） 

30.7億円 30.7億円 

スクール・サポート・
スタッフ 

教員の負担軽減を図るため、学習プ
リント印刷等を教員に代わって実施 

国庫補助事業 
（平成 30年度） 

12.0億円 14.4億円 

理科の観察実験 
アシスタント 

理科の観察・実験に使用する設備の
準備・調整・片付け等 

国庫補助事業 
（平成 25年度） 

2.0億円 2.0億円 

外国人児童生徒等に対

する日本語指導支援員 
公立学校に在籍する帰国・外国人児
童生徒に対する日本語指導支援 

国庫補助事業 
（平成 22年度） 

1.7億円 2.9億円 

Ⅲ 
部活動に関
する専門ス
タッフ 

部活動指導員 中学校における部活動指導員 
国庫補助事業 
（平成 30年度） 

5.0億円 10.1億円 

外部指導者（部活動） 部活動における技術指導 なし － － 

4



   

 
 

Ⅳ 
特別支援教
育に関する
専門スタッ
フ 

医療的ケアを行う 
看護師等 

特別支援学校等において、たんの吸
引・経管栄養等を実施 

国庫補助事業 
（平成 25年度） 

16.0億円 18.0億円 

言語聴覚士（ＳＴ）、
作業療法士（ＯＴ）、
理学療法士（ＰＴ）
等の外部専門家 

特別支援学校等において、医学・心
理学等の視点による専門的な知識・
技術を用いて、指導の改善や校内研
修を実施 

国庫補助事業 
（平成 28年度） 

就職支援 
コーディネーター 

特別支援学校学校高等部等において
ハローワーク等と連携し就労支援 

国庫補助事業 
（平成 28年度） 

早期支援 
コーディネーター 

教委に配置し、就学支援に関し関係
部局・機関や地域等との連絡調整等 

国庫補助事業 
（平成 28年度） 

発達障害支援 
コーディネーター 

発達障害の可能性のある児童生徒の
特性に配慮した指導方法の改善助言 

国庫補助事業 
（平成 29年度） 

合理的配慮 
コーディネーター 

障害のある子供に対する合理的配慮
の実践に資する教職員等への指導 

国庫補助事業 
（平成 28年度） 

特別支援教育支援員 
食事、排泄、教室移動の補助、学校
における日常生活の介助や学習支援 

地方交付税措置 － － 

（注）1 文部科学省の資料に基づき、当省が作成した。 

   2 財政措置の事業開始年度は、国庫補助事業開始年度である。 

    3 表中いずれの国庫補助事業においても補助対象経費の 1/3以内を補助することとされている。 

 

（学校における働き方改革における専門スタッフ等の活用に関する位置付け） 

平成 31 年 1 月、中央教育審議会は、教員の長時間勤務について、直ちに改善が必要な

差し迫った状況にあるとし、「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制

の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（平成 31

年 1月 25日。以下「働き方改革答申」という。資料 1-⑤）を取りまとめた。 

働き方改革答申では、学校における働き方改革の目的について、「学校及び教師の業務

の範囲を明確にし、限られた時間の中で、教師の専門性を生かしつつ、授業改善のための

時間や児童生徒に接する時間を確保できる勤務環境を整備すること」、「教師が疲労や心理

的負担を過度に蓄積して心身の健康を損なうことがないようにすることを通じて、（略）

教育活動を充実することにより、より短い勤務でこれまで我が国の義務教育があげてきた

高い成果を維持・向上すること」とされた。また、働き方改革答申では、学校における働

き方改革を推進するため、①勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識した働き方

の促進、②学校及び教員が担う業務の明確化・適正化、③学校の組織運営体制の在り方の

見直し、④教員の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革、⑤学校における働き方改

革の実現に向けた環境整備の五つの施策が一体となって推進されることによって、学校に

おける働き方改革が実現するものとされた。 

特に、上記②に係る取組では、これまで学校及び教員が担ってきた代表的な 14 の業務

について、学校及び教員が担う業務を明確化・適正化し、学校の業務だが必ずしも教員が

担う必要がない業務等について、中心となる担い手を専門スタッフ等といった教員以外の

主体にも積極的に移行していくこととされた（図表 1-④）。 

なお、文部科学省は、働き方改革答申を踏まえ、「学校における働き方改革に関する取組

の徹底について（通知）」（平成 31年 3月 18日付け 30文科初第 1497号文部科学事務次官

通知。以下「働き方改革通知」という。）により、教委に対し、学校における働き方改革に

係る取組を進めるに当たっては働き方改革答申を参考とするよう通知している（資料 1-

⑥）。 
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図表 1-④ これまで学校及び教員が担ってきた代表的な業務の在り方に関する考え方 

 
（注） 文部科学省の「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働

き方改革に関する総合的な方策について（答申）」の資料による。 

 

イ 調査対象とした地方公共団体、学校等 

（調査対象とした地方公共団体、学校） 

  今回、調査対象とした機関については、次のとおり選定した。 

① 都道府県教育委員会（以下「県教委」という。）は、17県教委を選定した。 

② 市町村教育委員会（以下「市教委」という。）は、上記①で選定した 17県教委ごとに、

1市教委から 2市教委、計 32市教委（うち地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252

条の 19第 1項に規定する指定都市（以下「政令市」という。）の市教委は 9市教委）を

選定した。 

③ 公立学校については、上記①で選定した 17 県教委ごとに高等学校を 1 校、上記②で

選定した 32市教委ごとに小学校及び中学校をそれぞれ 2校、計 145 校を選定した。 

④ 私立中学校については、管区行政評価局及び四国行政評価支局ごとに 1校、計 8校を

選定した。 

 

（調査対象とした学校の種類） 

   本調査においては、学校数で大半を占める小学校、中学校及び高等学校を対象とした。 

また、学校の設置者別学校数で大半を占める公立学校を主たる対象とした（図表 1-⑤及

び 1-⑥）。公立学校は、小学校及び中学校にあっては市町村が設置する学校を、高等学校

にあっては都道府県が設置する学校をそれぞれ調査対象とした。 

さらに、私立学校における専門スタッフの活用状況をみるため、私立中学校を対象とし

た。 
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図表1-⑤ 学校の種類ごとの学校数の状況 

（単位：校、％） 

学校の種類 学校数 構成比 

小学校 19,892 54.7 

中学校 10,270 28.3 

義務教育学校 82 0.2 

高等学校 4,897 13.5 

中等教育学校 53 0.1 

特別支援学校 1,141 3.1 

合計 36,335 100 

（注）1 「平成 30年度学校基本調査」（文部科学省）に基づき、当省が作成した。 

   2 学校数は、平成 30年 5月 1日時点の状況である。 

 

図表 1-⑥ 調査対象とした学校の種類の設置者別学校数の状況 

（単位：校、％） 

設置者 

学校の種類 

合計 国立 公立 私立 

学校数 構成比 学校数 構成比 学校数 構成比 学校数 構成比 

小学校 19,892 100 70 0.4 19,591 98.5 231 1.2 

中学校 10,270 100 71 0.7 9,421 91.7 778 7.6 

高等学校 4,897 100 15 0.3 3,559 72.7 1,323 27.0 

（注）1 「平成 30年度学校基本調査」（文部科学省）に基づき、当省が作成した。 

   2 学校数は、平成 30年 5月 1日時点の状況である。 
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